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本稿の課題は「政治経済的均衡としての制度」概念を基礎に制度変化を分析することにあ

る。具体的には、労働市場制度―一集権的賃金交渉Centralized Wage Bargaining― の変化

に焦点をあて、経済主体間の利害対立が制度の変化を引き起こすかどうかを検討する。

Event History Analysisを 利用したモデルにおいて、労使間対立、経営者間の対立および製

品市場競争を取り上げ、それらの要因が集権的賃金交渉制度のハザード率に影響を与えるか

どうかが検証される。こうした分析からは、経営者間の対立については有意な結果は得られ

ないものの、争議件数と製品市場競争要因が有意な正の効果を与えることが確認される。す

なわち、争議件数と市場競争が上昇した場合、集権的賃金交渉制度が変化する確率が引き上

げられることが確認される。

I.課題一一「制度からの効果」から「制度への効果」ヘーー

近年の失業分析に注目すると、労働市場制度が経済的成果に与える効果をめぐって数多くの理

論的および実証的研究が蓄積されている。たとえば、Blanchard and Wolfers(2000)は 、

OECD20カ 国を対象とし、1960-64から1995年 にかけて5年間を1期間とする8期間のデータを

利用し、失業に与える制度の効果、経済的シヨックの効果および制度とシヨックの相互作用の効

果を検証している。これにより、補償率が高く、給付期間が長く、雇用保護が厳格であり、労働

組合組織率が高く、またコーデイネーションが低い場合、経済的ショックが失業に大きな正の効

果を与えるということを見いだしている。また、Nickell,Nunziata and Ochel(2001)も 、1961

年から95年にわたるOECD20カ 国の年次データにもとづいて、労働市場制度が雇用パフォーマン

スに与える直接的効果を検討している。そのさい、制度と経済的ショックの相互作用項を導入し、

そうした相互作用が失業に与える効果も推定している。こうした分析により、彼らは失業の歴史

のほとんどが制度の変化によって説明することができると主張し、経済的シヨックと制度の相互

作用項が失業率の説明にそれほど多くを付け加えるものではないことを示し、Blanchard and

Wolfers(2000)を批判している。

労働市場制度と失業の関連の分析においては、個別の制度の効果にとどまらず諸制度の相互作
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用効果へと展開されている。こうした諸制度の相互作用効果を明示的に取り上げた研究としては

Belot and Van Ours(2001)が あげられる。彼らは、制度の効果を個別的に検討する代りに、労

働市場諸制度の相互作用を検討し、失業率に与える効果を検証している。そのさい取り上げられ

たのは、以下の3つの特殊な相互作用である。すなわち、税率と交渉水準、雇用保護と交渉水準、

および労働組合組織率と交渉水準である。彼らは多くの国において税率と補償率の相互作用が失

業を押し上げることを示している。また、賃金交渉が企業レベルで行われる国においてのみ雇用

保護が失業率に有意な負の効果を与えることも確認している。

労働市場制度研究の焦点は、個々の制度が個別に失業率に与える効果から、諸制度の相互作用

の効果へとシフトしつつある。こうした研究動向は注目すべき変化である。だが、いずれにせよ、

上記のどの研究も制度が経済的成果に与える効果に焦点を置いたものにすぎない。上述の諸研究

においては「制度からの効果」に焦点が置かれており、「制度への効果」は検討されていない。

言うまでもなく、制度は比較的長期にわたり存続するものであるが、それ自体変化する。制度

は経済的成果に影響を与えるが、同時に経済的成果から影響を受ける (cf Acemoglu,JohnsOn

and Robinson (2005))。

本小論は政治経済学的アプローチからこの空白を埋めようとする試みである。本稿においては、

1980年代以降、先進資本主義経済において大きく変化した労働市場制度―一集権的賃金交渉制度

Centralized Wage Bargaining lnstitutionsの 衰退一―に焦点をあて、経済的要因が労働市場制度

に与える効果を検討することを課題とする。

本稿は以下のように構成される。第1に、先行研究の検討にもとづいて本稿において採用され

る分析アプローチと検討すべき仮説を提示する。第2に、Event History Analysisを 利用し、仮

説の妥当性を検証する。最後に、以上の分析から引き出される合意を示す。

I.政治経済的均衡としての制度

本小論において制度変化の分析にあたって基礎となる概念はAmable(2003)において展開さ

れた「政治経済的均衡としての制度」(Amable(2003),p.46)概 念である。アマーブルにおいて

は、制度は2つの層に分類される。個々の経済主体のインセンティブおよび行動に制約を与える

ゲームのルールとしての制度、そしてそうしたゲームのルールを規定する「政治経済的均衡とし

ての制度」である。制度変化の分析にあたって重要な役割を担うのは後者の概念である。これは

「特殊な権力構造における行為主体間の戦略的相互作用の結果」(Amable(2003),p.35)と して

定義される。言いかえれば、異質な利害をもつ行為主体は一―対立と妥協を繰り返しながら一一

社会的集団、社会政治的集団、さらに支配的社会的ブロック形成し、制度 (ゲームのルール)に

影響を与えることになる (Amable(2003),p。 48)。 こうした枠組みにおいては、制度は社会的諸
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集団の対立と妥協をつうじて形成されるものであり、そうした集団間の分配問題とコンフリクト

が制度の変化に影響を与えるもっとも重要な要因として位置づけられる。

‖-1.労働市場制度の内生化

Amable(2003)に おいて展開された制度概念から労働市場制度の変化の分析に接近したとき、

労働市場制度の内生化を試みた2つの研究が注目される。1つは所得分配一一とりわけ熟練労働

者と不熟練労働者の間の分配に注目したLee and Roemer(2005)の 議論であり、もう1つは企

業 0使用者の行動を分析の中心におき、使用者間にどのような利害対立が発生し、それが制度に

どのような影響をあたえてきたかを歴史制度論的観点から分析したThelen(2001)の 研究であ

る。

Lee and Roemer(2005)に おいては、なぜある国は純粋競争労働市場に近い労働市場を持ち、

他の国は強力な労働組合を持つ労働市場を有するのか。いかなるとき経済主体は労働組合組織に

基礎を置いた賃金設定から非労働組合型の賃金設定への移動を望むのかが問われる。

彼らは、政権の性格を取り入れた政治経済モデルによつて、こうした問題に答えている。重要

な変数は労働者間の平等 0不平等であり、それが異なった熟練度を有する労働者間の政治的提携

に与える影響である。労働者間の不平等がきわめて高いとき、もしくはきわめて低いとき、中程

度の熟練を有する労働者の利害は不熟練労働者のそれに一致する。このとき、この異なった熟練

度を有する労働者間の政治的提携一一政治的均衡一―は労働組合を基礎とした賃金設定を支持す

る可能性が高い。しかし、労働者の不平等が中程度の場合、熟練労働者は不熟練労働者と共通の

利害を見出さず、両者の間に政治的均衡が成立する可能性は低くなることが示される。したがつ

て、所得の不平等と労働組合レジームに対する社会の政治的選好の関係は一一相異なる熟練を有

する労働者間の提携をつうじて媒介されることによリーー非線形的となる。

異なった熟練度を有する労働者間の提携におけるキープレイヤーは中程度の熟練労働者の行動

である。不熟練労働者は競争的労働市場よりも労働組合型の労働市場を選好する。他方、高い熟

練度の労働者は競争的労働市場を選好する。しかし、どちらの集団も労働市場レジームの選択に

あたっては多数派を形成できない。多数派の形成においては中程度の熟練労働者の行動がカギと

なる。不平等がきわめて低い水準にあるとき、中程度の熟練労働者が移転所得から受け取る利益

は納税という損失よりも大きくなり、不熟練労働者と提携し、労働組合型の労働市場レジームを

選好する。しかし、不平等が上昇していくと、中程度の熟練労働者の所得は不熟練労働者のそれ

に比べて上昇し始め、高熟練労働者の経済的利害と一致するようになり、競争的労働市場を選好

するようになる。しかし、さらに不平等が上昇していくと、中程度の熟練労働者の経済的損失は

高まり、高熟練労働者との提携が維持されなくなり、ふたたび低熟練労働者との提携が形成され
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る。したがってふたたび労働組合型の労働市場レジームが選好される。

Lee and Roemer(2005)の モデルにおいては、所得分配一一異なった熟練度を有する労働者

間のそれ一―の変化が労働者間の政治的提携を転換させ、そのことが労働組合型労働市場レジー

ムの発展もしくは衰退を誘発する。

Lee and Roemer(2005)の 研究から引き出される合意は、賃金交渉制度と経済的パフォーマ

ンスの関連に関する研究を新たな問題設定の中に位置づける。従来の交渉制度と経済的成果の関

連は、交渉制度が経済的効率性に与える効果に焦点を置いていた。しかし、Lee and Roemerの

ように、労働市場制度の変化を分析しようとする場合、集権的な労使交渉・賃金設定は、それが

生み出すコーデイネーション問題の解決一一負の外部性の内部化一一よりも、所得分配に対する

効果が注目される (Wallerstein and Moene(2003))1。 制度変化を考察するとき、ふたたび、分

析の中心に取り戻されるのは分配問題である。

労働市場制度の変化を説明しようとした研究としてはThelen(2001)の 歴史―事例研究も注目

される。同研究は、現代の先進諸経済において「グローバリゼーション」に呼応した労働市場の規

制緩和が普遍的な動きだと見る研究を批判するものであり、労働市場制度―一賃金交渉制度―一

における変化は一様に規制緩和へ進むのではなく、むしろ、分岐しつつあることを強調する。そ

のさい、労使の交渉構造の変化は、一方におけるミクロレベルの製品市場戦略―技術選択―職場

レベルの労働組織の再編、他方におけるマクロの労使・賃金交渉制度―一この両者の関連に関す

る分析にもとづき、労使交渉制度の多様性は経営者のミクロレベルの戦略の違いから説明される。

たとえば、スウェーデンの集権的な賃金交渉 (あるいは連帯主義的賃金交渉)の衰退は、1983

年、金属産業の経営者団体VFが全国的な労使交渉の枠組みから撤退したことに始まり、1980年

代に分権化の方向に進みはじめたことが知られている。これ以降、スウェーデンの賃金交渉は分

権化された交渉へと向かうと考えられていた。しかし、Thelenは、賃金交渉が産業レベルで安定

したものとなったことを指摘している。第1に、VFは経営者団体SAFの中で孤立しており、VF

が交渉をさらに分権化し、企業レベルにおろそうとしたにもかかわらず、他の部門の経営者団体

は産業レベルの交渉制度で満足していた。第2に、VFに属する小企業は産業レベルでの交渉を

維持することを強く求め、VF内部でさえ交渉の完全な分権化は激しい抵抗に遭遇した (Thelen

(2001),p.87)。

職場レベルでの労働者の協力的行動を必要とする戦略およびそれに照応した労働組織一一たと

えば、リーン生産方式一―を採用した場合、職場内部の対立が生産に大きな影響を与えるため、

経営者は職場レベルでの対立により感応的となる。このため、むしろ、職場において労使間の対

l Freeman(1988)に よる賃金交渉制度と賃金分散の関連、またRowthom(1992)に よる賃金交渉帝1度 と平等 (賃金分散と
雇用パフォーマンスの総合指標に基づく平等の程度)の関連に関する分析は、経済的成果――所得分配―一が制度の変化
に与える効果を分析するさいに再評価されるべきであろう。
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立を生み出しかねない分配問題を職場レベルから取り除き、より上位の交渉レベルに移すことを

選択する。

こうしたThelenの議論において注目される点は、どの交渉制度が選択されるかは、個々の企業

の製品市場戦略およびそれにもとづく労働組織に依存するということを指摘している点である。

このため交渉制度の選択をめぐっては経営者間の利害が対立する可能性がある。こうした使用者

間の利害対立が労働市場制度に与える効果は、たとえば、Mares(2001)の ドイツ研究において

も確認されている。

Maresに よるドイツの事例研究は労働市場制度―一とくに労働者の社会保護に関わる制度――

の形成にあたつて使用者が如何に大きな影響を与えるかを明らかにしている。たとえば、ドイツ

において早期退職制度の創設において主要な役割を果たしたのが大規模製造業の企業であること

が指摘され、さらに、同制度の創設めぐる大企業使用者と中小企業使用者の利害対立が描かれて

いる2。

Thelenの研究にしたがえば、労使間の協調を必要とする技術が選択された場合、産業別もしく

は全国的な賃金交渉制度が選択される可能性が高い。他方、協調的関係を必要としない場合、分

権的な力が強まると予測される。

以上の研究から引き出される分析の枠組みは、図-1の ように描くことができるであろう。同

図-1 「制度からの効果」と「制度への効果」
(A)制度からの効果

2 
「大企業とは対照的に、中小企業の使用者たちは早期退職という選択肢をほとんど利用しなかった。ドイツ中央手工業連

盟は、早期退職への大企業の依存がドイツ社会保険tll度の寛大さを乱用するものだとして繰り返し非難し、そうした乱用

を終わらせる断固とした法的手段を要求した。小企業の出版物によれば、職業生活の短縮を奨励する政策は、違法な雇用

を奨励したり、ドイツのすべての企業が直面する非賃金労働コストを引き上げたりすることによつて、中小企業の存続に

とって根本的な脅威となった。」(Mares[2001],pp209-10)
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概念図は「制度が経済的成果に与える効果」と「経済的成果が制度に与える効果」の関連を描い

たものである。lAlの領域において示されている労働市場制度―一賃金交渉制度――が分配に与え

る効果は多くの研究において確認されてきた点である。だが、他方で経済的成果が制度に与える

効果 (領域(B))についてはほとんど研究されてきていない。領域(B)に描かれているように、経済

的成果一一分配問題およびそれをめぐる経済主体間の利害対立一一は社会的諸集団 (た とえば、

熟練労働者集団や不熟練労働者集団、あるいは中小企業使用者集団等)の権力分布およびその選

好 0行動に大きな影響を与える。Amable(2003)が指摘するように、さらに、そうした社会諸

集団の中のある社会的諸集団は提携することにより支配的ブロックを形成し、労働市場制度の変

化を引き起こすことになる3。

‖-2口 仮説

Amable(2003)に よって展開された制度変化への政治経済的アプローチ、およびⅡ-1で検
討した先行研究にもとづくと、労働市場制度の変化を説明する要因としては2つの要因が注目さ

れる。第 1に、所得分配である。Lee and Roemerの 研究にもとづけば労働者間の所得分配であ

り、Thelenの研究を基礎におけば労働者と使用者の間の分配一一労使間の協調の程度を尺度する

ことを意図する一一である。第2に、Thelenや Maresの研究からは使用者間の利害対立が重要な

要因として浮かびあがってくる4。

本稿では労働市場制度の中でも賃金交渉制度に焦点をあてる。より正確には集権的賃金交渉制

度Centralized Wage Bargainingの変化を分析対象とする。集権的賃金交渉制度は、理念的には、

全国的な労働組合と使用者組織、言いかえれば頂上組織の間で賃金をめぐって交渉が行われ、そ

こで結ばれた協定に傘下の組織一一使用者と労働者一―が従うという交渉制度である。しかし、

こうした集権的賃金交渉制度は多くの国において1970年代末から1980年代にかけて崩れてきてい

る (ci Thomas(2002))。 集権的賃金交渉制度はスウェーデンをはじめとするスカンジナビア諸

国に典型的な制度である。本稿ではEvent History Analysisを 利用し、そうした経済における賃

金交渉制度を対象に、制度変化を引き起こす要因を検討することにしたい。

上述の先行研究からは集権化された賃金交渉制度の変化に関しては以下のような仮説が提示さ

れる5。

3 Amable(2003)の
表現を借りれば、社会的グループは、提携することにより、社会的政治的グループ、

的プロック、政治連合を形成して行き、諸制度―一ゲームのルールーーに影響を与えることになる
pp47-8)。

4 もちろん、いずれの研究も制度変化とそうした要因との間の直接的な関連を強調しているわけではない。むしろ、労働市
場制度レジームの相違が前提され、ある一定の条件の下でのレジーム選択が指摘されている。5 すでに指摘したように、Lee and Roemerの 研究にもとづけば労働者間の所得分配における格差拡大も集権化された賃金交
渉の変化に影響を与えるであろう。しかし、彼らの分析は、労働者の熟練度を媒介として、労働者間の分配問題が制度選
好に与える効果が非線形的であることを強調する。本稿では熟練度を加味した労働者間の不平等を尺度する国際比較可能

さらに支配的社会

(Amable(2003),
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労使間の対立の拡大は、集権的賃金交渉制度のハザー ド率に正の効果を与える (cf.

Thelen 12001))。

使用者間の対立は、集権的賃金交渉制度のハザー ド率に正の効果を与える (cf.Thelen

12001),Mares 12001))。

さらに、以上の仮説に、Ebell and Haefkeの 研究において指摘された製品市場競争も採用した

い。同研究は1980年代半ば以降製品市場競争が劇的に変化してきたという事実に焦点をあてるもの

であり、製品市場競争と労働市場の間の結びつきを示す多くの経験的証拠の上に展開されている。

Ebell and Haefke(2006)は 製品市場競争の程度が労働者の交渉制度選択に影響を与えるモデ

ルを展開している。彼らは、過去20年間のアメリカとイギリスにおける団体交渉のカバレッジと

組織率の大幅な衰退が1980年代初頭のレ‐ガンおよびサッチャー型の製品市場改革の直接的な結

果であることを指摘し、交渉レジームに対する労働者の選択を製品市場競争によつて内生化する

モデルを展開する。

彼らのモデルにおいては、交渉制度の選択と製品市場競争の関連は次のように描かれる。団体

交渉は交渉の剰余としての利潤シェアの一部分を労働者に与える。団体交渉によつて得られる剰

余は製品市場の競争とともに低下して行く。対照的に、個別交渉の剰余はそれぞれの労働者の限

界収入に依存し、それは均衡においては限界労働者を雇用するコストに等しくなる。雇用コスト

は製品市場競争とともに上昇していく。なぜならば競争によつてどの企業も多くの欠員を抱える

ようになり、新規労働者の雇用がより困難なこととなるからである。したがつて、団体交渉の下

での剰余は競争とともに低下し、他方、個別交渉の下での剰余は競争とともに上昇する。こうし

て労働者は、独占力が高い場合、集団的交渉を選好するようなる。しかし、独占力が低い場合に

は個別交渉を選好するよう誘発される。

こうしたモデルからは製品市場競争が低水準である場合、団体交渉が安定的であり、他方、製

品市場競争が高水準である場合、個別交渉制度が支配的となると予測される。したがつてEbell

and Hae■e(2006)からは以下のような仮説が引き出される。

3.製品市場競争の進展は、集権的賃金交渉制度のハザード率に正の効果を与える (cf.

Ebel and Haefke●006))。

以上の仮説の検証にあたつてはEvent History Analysisを 利用する
6。 Event History Analysisは

なデータの制約から、Lce and Roemerの研究から引き出される仮説については検討対象から除外した。
6 Event History Analysisに ついては、たとえば、Box―Steffensmeier andJones(2004)を 参照されたい。

2.
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いわゆる生存時間分析である。本稿においては、集権化された賃金交渉制度の変化を同制度の

「死亡」、そしてそれまでの時間を同制度の「生存時間」と捉える。交渉制度の「死亡」が起こる

確率 (ハザード率)を被説明変数とし、上記の要因によってハザード率が影響されるかどうかを

検討する。これにより、分配問題および製品市場競争が、集権化された賃金交渉制度の変化を引

き起こす可能性を検証することを意図する。

Ⅲ口賃金交渉制度のEvent Histov Analysb

集権化された賃金交渉制度の変化に関する分析は、以下のように進められる。第1に、OECD

(2004)に よって編集された賃金交渉制度の集権度の時系列データを利用し、集権的賃金交渉制

度の生存関数を計測し、その時系列的な変化を観察する。次いで、第2に、Cox比例ハザードモ

デルを利用し、Ⅱで示した要因が集権化された賃金交渉制度の変化に有意な影響を与えるかどう

かを検討する。

分析の対象は、デンマーク、フィンランド、ノルウェーおよびスウェーデンに、ベルギーとス

ペインを加えた6カ 国である。分析に利用される交渉制度データは、OECD(2004)に よって作

成された賃金交渉の集権化度である。同指標は各国の賃金交渉制度の特徴をもとに集権化の程度

を5段階に評価したものである。 5段階評価は次のような基準に基づいて与えられている

(OECD (2004),p.151)。

1.企業・プラントレベルの交渉が支配的である

2。 産業と企業・プラントレベルの交渉が組み合わされているが、企業交渉によってカバー

される従業員のシェアが重要である

3.産業レベルの交渉が支配的である

4.産業レベルの交渉が主であるが、中央レベルの協定がたびたび結ばれる
5.中央レベルの協定がもっとも重要である

これにより各国経済の賃金交渉制度が分類される。 1の得点を与えられた経済がもっとも分権

的な賃金交渉制度を持ち、得点が大きくなるにつれて、集権化の程度が上昇し、 5の得点を得た

経済がもっとも集権的な賃金交渉制度を持つことになる。こうしうた指標化においては、 1、 3

および 5ははっきりとした交渉制度の性格を持つが、2と 3の指標は2つの交渉制度の特徴をあ

わせ持つハイブリッド的なものである。そこで、分析にあたっては、集権化された賃金交渉制度

の「死亡」年は、 5と 4の特徴を持つ交渉制度が 3に転じた年一―すなわち、集権的賃金交渉制

度の特徴が完全に消える年一―とした。
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最初に、Kaplan― Meier分析を利用し生存関数を計算し、時間の経過とともに集権化された賃金

交渉制度の生存確率がどのように変化するかを見ることにしたい。図-2にはKaplan― Meier生存

曲線が描かれている。生存関数とは生存期間一一死亡するまでの時間一―がある時点 tに等しい

か、それ以上になる確率を示すものでる。あるいは tを超えて生き残つている個体の比率を示す

ものである7。 ここでの文脈で言えば、集権化された賃金交渉制度の何パーセントが、「死亡」を

経験せずに、存続しているかを示すものである。データ数が限られているため、解釈には慎重を

要するが、図-2を見ると、制度の相対的な硬直性が理解される。最初の 5年間を経過しても、

集権化された賃金交渉制度のおよそ80パ ーセントが存続している。だが、10年経過後には50

パーセントに減少する。さらに、15年経過後はわずか17パーセントほどにすぎない8。

次に、集権化された賃金交渉の変化に、分配、経営者間対立および製品市場競争が有意な効果

を与えるかどうかを検討するために、Cox比例ハザードモデルを利用して分析を行った (表-1)。

説明変数としては、第1に、労使間対立を表現する争議件数 (ス トライキ数とロックアウト数を

合計したもの)、 第 2に、経営者間の利害対立が産業間の格差によつて捉えられると仮定し、産

7 Event History Analysisに利用される、統計的概念の詳細については、Box―Sterensmeier and JOnes(2004),pp.12-20を 参

照されたい。
3 賃金交渉制度の集権化度のデータは1970年以前のものは存在しない。こうしたデータの制約のためすべての経済において
1970年を分析期間の始まりとしている。それ以前にすでに集権化された賃金交渉制度が存在している経済もある。したがっ

て、ここで言及する制度の存続年数は現実の存続年数とは異なることに注意されたい。

図-2 集権化された賃金交渉制度の「生存曲線」
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業間の格差を代理する変数として雇用者総数に占めるサービス産業の雇用者比率を採用した。さ

らに、第 3に、製品市場競争を代理する開放度 (GDPに占める輸出と輸入総額)を加えている。

こうした要因がハザード率に有意な正の効果を与えるかどうかを検討する。ハザード率とは一種

の条件つき確率である。本稿の文脈で言えば、集権的賃金交渉制度がある時点tま で存続してい

た条件の下で、次の瞬間に同制度が変化する瞬間変化率を表している
9。 Cox比例ハザードモデル

を利用した推定結果は表-1に示されている。

表-1.集 権化された賃金交渉制度の変化

説明変数

争議件数

総雇用に占めるサービス雇用者数比率

開放度 (GDPに 占める輸出・輸入)

。9993855*

.2208647

1。030566**

(-2.44)

(-0。M)
(5.51)

Log likelihood

観察値数

注.括弧内はz―値
**p<10/0、 *p<5%。

表-1の分析結果から理解されるように、いずれの要因も、ハザード率に正の効果を与えてい

る。すなわち、労使間の対立、経営者間の対立および製品市場競争の程度が上昇することにより、

集権的賃金交渉の変化が引き起こされる可能性が高まる。この点で推定結果は、本稿で設定され

た仮説に一致している。

しかし、統計的に有意な結果は争議件数と製品市場競争を代理する開放度変数だけであった。

こうした結果に限定すれば、使用者間の対立はハザード率に影響を与えないようである。だが、

この結果は、直接的には、産業構造のサービス化がハザード率に影響を与えないということを示

すにすぎない。したがって使用者間の対立が集権的賃金交渉の制度変化の確率を高めないという

結論を下す前に、サービス産業の雇用者比率が使用者間対立の代理変数として適切かどうかが再

検討される必要があろう。

本稿の主たる関心は経済主体間の利害対立が制度変化に与える効果にある。表-1の結果から

明らかなように、労使間の対立はハザード率を高める。すなわち、労使間対立は集権的賃金交渉

制度の変化発生の確率を高める。そこで次に、争議件数がハザード率に与える効果を見るために、

9 イベント (制度の変化等)が起きる時間をTとすると、ハザード関獅 (の は形式的には次のように表現される。

力0=臨

-566。 19537

157
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表-1の推定結果を基礎に、争議件数の限界効果を計算した。そのさい、他の変数は一定 (平均

値)と した。期待されるように、争議件数変数がハザード率に与える限界効果は増加関数を描い

ている (図 -3)。 しかし、その効果は上昇して行くものの、争議件数の値が低い場合、その限界

効果は負であり、ハザード率を引き下げるようである。その値力認000を超えてはじめて、ハザー

ド率を引き上げるようである。むしろ、こうした結果は、ハザード率に与える争議件数変数の効

果が、ある閾値を超えた場合、発生すると解釈することが妥当であるかもしれない。言いかえれ

ば、争議件数が低い水準の場合、制度変化にほとんど影響を与えず、ある水準を超えるとハザー

ド率を高めるかもしれない。

Ⅳ。終わりに

終わりにあたつて本稿の分析において確認された点と残された課題に触れておきたい。制度変

化については、近年、進化ゲームや歴史制度論等、多面的な方向からアプローチされつつあるが、

本稿はAmable(2003)においてその枠組みが示唆された政治経済的アプローチを基礎に制度変

化を分析しようとしたものである。政治経済的均衡としての制度概念を基礎に、労働市場制度の

変化に焦点をあて「制度への効果」、すなわち経済主体間の利害対立が制度の変化に与える効果

を検証することを意図した。具体的には、Event History Andysisを 利用し、労使間対立、経営

者間の対立および製品市場競争が集権的賃金交渉制度のハザード率に影響を与えるかどうかを検

討した。本稿の分析結果からは、経営者間の対立については有意な結果は得られなかつたものの、

図-3 争議件数変数の限界効果
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争議件数と製品市場競争要因が有意な正の効果を与えることが確認された。

Event History Analysisを つうじて労使間の利害対立が制度変化の確率を高めることが確認さ

れた点にかぎれば、本稿の分析結果は、政治経済的均衡としての制度概念の展開に寄与するもの

である。とはいえ、本稿の分析は予備的作業の域を超えるものではない。本稿の計量的分析にお

いては、社会的集団間の提携関係の形成、そうした支配的社会ブロックの制度選択についてはま

つたく分析されていない。この点は本稿の志向する制度変化の政治経済的分析にとつて不可欠な

理論的な課題である。同時に、この点は、今後、多くのケーススタデイや歴史制度論的分析と突

き合わせることも必要であろう。また、実証的な課題としては、経済主体間の利害対立をより的

確に表現する指標の開発も不可欠である。さらに、歴史制度論的な分析にもとづきながら諸主体

間の対立のカテゴリー化とカテゴリーごとの制度に与える効果の計量化と比較も今後の課題とな

るであろう。

【データの出所】

1.賃金交渉の集権化指標 :OECD(2004)Emplttment Outlook.

2.争議件数 :ILO LABORSTATintemet(httpプ /1aborstaoilooorg/).

3.就業者数 :OECD 0003)STAN database for hdust五al Analysis.

4。 開放度 ((輸出+輸入)/実質GDPl:Pem Wond Table 6。 1.
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